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１ 策定の趣旨 

補助金は、直接的な反対給付を伴わない一方的な支出であり、財源の多くが住民か

らの貴重な税金で賄われていることから、交付対象となる事業の内容に公益性が確保

されていることはもとより、その必要性について住民の理解が十分に得られるもので

なければなりません。  

本町ではこれまで、行政課題や社会経済情勢等に応じて各種の補助制度を創設し、

行政目的を達成するための手法として活用してきました。一方で、補助金には、一旦

創設されると検証が十分行われないまま継続して長期化・固定化する傾向や、公的補

助に依存することで団体等の自立や自主的な活動展開を妨げる傾向も指摘されてい

ます。  

本町では、行財政改革の一環として、これまで補助金額の一律削減、補助金交付要

綱における対象経費の明確化などに取り組んできましたが、引き続き、社会経済情勢

や行政課題の変化等に柔軟に対応しながら、限られた財源を適正かつ有効に活用して

いくため、それぞれの補助金に係る公益上の必要性について、定期的に検証し見直し

を行う必要があります。  

こうしたことから、今回、「補助金の適正運用に関する指針」を策定するものです。  

 

２ 補助金の定義 

「補助金」とは、一般に、特定の事業や研究等を育成、助長するために、公益上必

要があると認めた場合に、対価なくして支出するものをいいます。  

本町では、地方自治法第２３２条の２及び島本町補助金交付規則等に基づき、公益

上の必要性がある場合に補助金を交付しています。  

 なお、本指針の対象となる補助金は、島本町補助金交付規則に規定する補助金とし

ます。  

 

補助金は、公益上の必要性が客観的に認められ、かつ、補助対象者が自助努力をも

ってしてもなお不足する経費を補うことが原則であり、公益性・必要性等の判断にあ

たっては、次のような視点が求められます。  

・補助の趣旨・目的が適正か。  

・重要性や緊急性があるか。  

・適切かつ有効な効果を期待できるか。  

・補助対象者の性格（目的・構成員の状況）、活動状況が適正か。  

・他の用途に流用される危険性がないか。  

○地方自治法  

第２３２条の２  普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助

をすることができる。  

○島本町補助金交付規則  

第１条  この規則は、別に定めがあるもののほか、本町の公益上必要がある場合に行なう補助

金 (助成金、交付金等名義のいかんにかかわらず、補助金の性質を有するものを含む。以下

同じ。 )の交付に関し必要な事項を定めることを目的とする。  
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３ 補助金の適正運用のための取組 

補助金制度を適正に運用していくためには、補助金に係る公益上の必要性について、

定期的に検証を行い、統合、廃止、見直し、またはより効果的な補助金への転換（以

下「見直し等」という。）に努める必要があります。 
このため、各補助金の適正運用に向け、次のとおり取り組むこととします。 

 

（１）補助金の定期的な見直し 

原則として、すべての補助金について、定期的に見直しを行い、その都度、制

度継続の要否を判断するとともに、継続する場合にも内容の見直しや効率化等に

取り組みます。 

なお、見直し期間は概ね５年とします。ただし、他の法令等で終期が定められ

ている場合は、それによるものとします。また、事業の性質や目的等に応じて、

単発の補助や、５年より短い終期の補助を行うことは妨げません。  

 

（２）補助金の検証と透明性の確保  

（１）の見直し等に際しては、各補助金の目的、趣旨、効果、対象者、補助対

象経費、補助率、補助金額等について検証を行います。 

また、本町の補助制度の透明性を確保するため、検証結果を町ホームページ等

で公表します。 

 

（３）的確なニーズ把握や効果測定の実施  

補助金交付の費用対効果が最大となるよう、的確なニーズ把握や効果測定に努

め、見直し等に際しての参考とします。  

 

（４）新たに補助金を創設する場合などの考え方  

  時代の変化を踏まえ、新たな行政課題に的確かつ柔軟に対応するため、補助金

の創設または既存補助金の拡充が必要になることも考えられます。  

その際には、公募型制度も含めた検討を行うとともに、限られた財源の中で効

果的に事業を実施する観点から、既存事業等のスクラップ・アンド・ビルドを基

本とし、財源確保に努めることとします。  

   なお、新たに創設した補助金についても、本指針に掲げる取組の対象とします。 
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４ 各補助金の検証における基本的な視点（共通） 

 

補助金の見直し等にあたっては、次の視点に基づき検証を行うこととします。  

 

（１）補助金の必要性 

①  基本的な視点  

現在の社会経済情勢において、補助対象事業の目的や内容が適正であり、か

つ重要性・緊急性が高く、真に公金を支出するにふさわしいと客観的に認めら

れる事業に、補助金を交付することとします。  

 

②  具体的な対応  

ア  目的・内容において公金支出の妥当性が低下した補助金 

 ▶ 社会経済情勢の変化等に伴い、事業の目的や内容において、公金を支出すべ

き必要性（住民福祉の向上、町の施策と合致している等）が十分認められな

い補助金は、廃止に向けた検討を行います。  

 

イ  当初の目的を果たしている補助金 

 ▶ 当初の目的が達成され、補助の必要性が低下していると認められる補助金

は、廃止に向けた検討を行います。 

 

ウ  住民ニーズが低下している補助金 

▶ 交付申請数が減少するなど、住民ニーズが低下していると認められる補助金

は、廃止に向けた検討を行います。 

 

（２）補助金の有効性 

①  基本的な視点  

補助金が、期待する効果を上げている場合に、次年度も補助金を交付するこ

ととします。 

 

②  具体的な対応  

ア  期待する効果が十分に得られていない補助金  

▶ 費用対効果において、期待する効果が十分に得られていない補助金は、廃止

や見直しに向けた検討を行います。 

 

イ  事業実施主体が自立している、または自立が可能な補助金  

▶ 交付額が少額である補助金や、事業費に対する補助金収入の占める割合が低

い補助金は、自主財源での運営など、自立化を促進します。 
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ウ  実施手法の転換が可能な補助金  

▶ 直接執行や業務委託など、補助事業として実施するよりも効率的な（適切な）

手法が想定される場合（町が交付対象者の事務局を担っており、町が主体的

に事業を行っている場合など）は、実施手法の転換を検討します。  

▶ また、目的・対象・内容等が類似する補助事業が複数ある場合は、整理・統

合を検討します。 

 

（３）補助金の妥当性・公平性 

①  基本的な視点  

補助金の対象となる経費や補助率、補助金額に妥当性が認められる場合に、

次年度も補助金を交付することとします。  

 

②  具体的な対応  

ア  使途等が明確化されていない補助金 

 ▶ 補助金交付要綱などで、補助対象経費や補助金額、補助率が妥当かつ明確に

示されていない補助金については、見直しを検討します。 

 ▶ 次に掲げる経費は、原則として補助対象外とします。 

項目  説明  

人 件 費  
団体運営にかかる人件費（公益事業の実施に従事者の雇用が必要

な場合、人件費の助成を目的としている場合を除く。） 

交 際 費  

慶 弔 費  
祝金、香典、会員に対する報酬・謝礼、その他交際に要する経費等  

食 糧 費  

団体構成員及び事業参加者等への飲料費や懇親会の経費（講師へ

のお茶代等、事業活動に直接必要なものは除く。）  
【認められるものの例】  

・発汗を伴う作業など事業活動への従事に伴い水分補給を必要とする場合の

お茶・ジュース等の経費  

【認められないものの例】  

・記念品、お土産としてお茶を提供  

・事前の打合せや活動後の打上げなどに係る飲食（事業活動に直接関係のない

もの）  

研 修 費  補助事業と直接関係のない研修の費用、宿泊を伴う研修費  

寄 附 金  

補 助 金  

など 

補助対象者から他の団体等への寄付金、補助金、貸付金（上部団体

への負担金など団体運営に不可欠なものを除く。）  

そ の 他  上記以外で、社会通念上、公金を支出することが適当でない経費  

 

イ  余剰金や繰越金などが多く生じている補助金  

▶ 自主財源の不足分に補助金を充てることが原則であることから、交付対象者

において多額の余剰金や繰越金が生じている場合（繰越金の額が補助額を超

えている場合など）は、繰越の内容や事情等を確認し、返還を求めます（施

設維持のための積立金等は除く。）。繰越・積立が認められない主な事例は下

記の通りです。 
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 ・予算計画を超える収入、予算計画に満たない支出により余剰となった。  

・過去からの経緯（これまで繰り越しているから）や将来必要となった時の

ためにといった、明確な目的がないまま繰り越している。 

・余剰金が発生したので、予算書に記載のない積立を行った。  

 ・〇〇周年記念事業などについて、目標とする積立額がないまま、余剰金を

そのまま積立している。  

 ・補助金を余すことなく事業費に充て、自主財源を繰り越している。  

▶ 複数年度にわたり多額の繰越金が生じている場合や、多額の積立金がある場

合は、補助金額の見直しや、補助金の廃止・自立化に向けた検討を行います。  

 

ウ  国・府の制度に町が上乗せ補助している補助金  

▶ 他自治体の状況、対象者の状況、町の施策との整合などを勘案し、上乗せ支

援の必要性が十分認められない補助金は、廃止や見直しに向けた検討を行い

ます。  

 

エ  類似事業を行う団体等との公平性が担保されていない補助金  

 ▶ 類似事業を行う他の団体間等との間で、受益者に偏りがみられる場合（類似

事業を行う団体が複数あるにも関わらず、一部の団体のみに毎年度補助して

いるような場合）は、補助金を交付している行政上の目的を精査したうえで、

補助金の廃止や見直し、公募型補助制度への転換等を検討します。  

 

（４）個別事情の考慮 

補助金を変更・廃止することにより、住民生活への重大な影響が想定される場

合は、個別に判断します。  

また、見直し内容の反映について、住民生活に急激な変化を与える可能性があ

る場合は、経過措置の設定等の適切な配慮を行います。 

 

５ 各補助金の検証に向けた視点（性質別） 

 補助金の検証に際しては、「４  各補助金の検証における視点（共通）」に加え、各

補助金を性質別に分類し、それぞれの性質に応じ、次の視点を踏まえることとします。 

項目  説明  検証における視点  

事業費補助  

団体等が実施する事業

（ イ ベ ン ト 行 事 を 含

む。）に対して交付する

補助金  

⚫ 施策の実現に不可欠と認められる特定の事

業に限り、交付します。  

⚫ 団体等の財政状況等を十分に勘案した上で、

交付の要否を検討します。 
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団体補助  

（町施策補完型）  

町の施策を補完するた

めに活動する団体の運

営に対して交付する補

助金  

⚫ 施策の実現に不可欠と認められる特定の事

業を行う団体に限り、交付します。 

⚫ 施策における交付対象団体の役割、補助金額

の算出根拠を明確にした上で、交付します。 

⚫ 定期的に行う検証時に、事業費補助への転換

を検討します。  

団体補助  

（団体育成型）  

団体が経済的に自立す

るまでの期間、支援す

るために団体の運営に

対して交付する補助金  

⚫ 終期を定めての廃止、または事業費補助への

転換を検討します。  

施設整備補助  

団体などが行う施設等

の建設、整備、修繕等に

係る事業に対する補助

金  

⚫ 施策の実現に不可欠と認められる特定の事

業に限り、交付します。  

⚫ 事業の性質等を踏まえ、補助率や金額の妥当

性を個別に検証します。  

その他  

上記のいずれにもあて

はまらない補助金（個

人に対して給付される

補助金など）  

⚫ 社会経済情勢やニーズに合致しているか、他

の類似制度と重複がないか等を見極めたう

えで、補助率や金額の妥当性を個別に検証し

ます。 

 


